
産学官連携会議（ＩＣＴ・標準化作業部会） 

 

日 時：令和 2年 12 月 14 日 14 : 00 ～ 16 : 00 

場 所：リファレンス駅東ビル 3階  会議室 H-2 

 

 

次  第 

 

１．座長挨拶 

 
２．最新の取組状況の共有 

i-Construction に関する話題提供                 資料－1 

①ICT 施工の取組状況 

②令和 3年度 ICT 施工拡大予定工種 

 

３．ICT 土工の地方自治体への展開・支援 

ICT 施工技術支援者育成の取組                     資料－2 

 

４．i-Construction 教育の充実 

技術講習会の開催に関する報告等                資料－3 

 

５．討 議                      資料－4～7 

 ①行動計画 2020 の各団体等の取組に関する報告と共有 

・行動計画への取組状況 

②地方自治体への普及促進に向けた具体的な連携等 

 ・各自治体からの取組事例の紹介 

 ・各自治体からの連携・要望事項等 

   ③2021 年度 重点的に取組む行動の設定 

     

６．その他 

 

７．閉 会 

※変更となる場合があります 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

最新の取組状況の共有
※本資料は、国⼟交通本省、九州地⽅整備局資料から構成しています。

資料－１



全国におけるＩＣＴ活用工事の実施状況

■令和元年度の直轄⼯事のＩＣＴ⼟⼯対象⼯事のうち「約80％」で実施（取組予定含む）
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九州地方整備局におけるＩＣＴ活用工事の実施状況

※⼯事件数は、当該年度に契約した件数
（例） H３０は、H３０年４⽉１⽇〜H31年３⽉３１⽇に契約した⼯事

R2.3⽉時点

H30 R1 H30 R1

①対象工事 244件 357件 17件 28件

　①のうち発注者指定 0件 2件 0件 0件

②取組工事（予定含む） 165件 259件 15件 24件

　実施率（②／①） 68% 73% 88% 86%

項　目
ICT土工 ICT舗装
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都道府県・政令市におけるＩＣＴ活用工事の実施状況

地⽅⾃治体発注⼯事（⼩規模な⼯事を含む）への普及促進

＜課題＞

■都道府県・政令市におけるICT⼟⼯の公告件数が3,970件、実施件数は1,136件と
いずれも前年度より増加

■ＩＣＴ⼟⼯対象⼯事のうち「約30％」が実施されている
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ＩＣＴ施工による延べ作業時間縮減効果 （Ｒ１年度）

約３割 縮減
約３割 縮減

約２割 縮減

※ 活⽤効果は施⼯者へのアンケート調査結果の平均値として算出
※ 従来の労務は施⼯者の想定値
※ 各作業が平⾏で⾏われる場合があるため、⼯事期間の削減率とは異なる

■ICT施⼯の対象となる起⼯測量から電⼦納品までの延べ作業時間について、⼟⼯及び
舗装⼯では約３割、浚渫⼯（河川）では約２割、浚渫⼯（港湾）では約１割の縮減
効果がみられた。

平均施工数量：30,818m3

平均施工数量：24,650m3

平均施工数量：10,767m3
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約１割 縮減
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ＩＣＴ施工による延べ作業時間縮減効果 （Ｒ１年度：土工）

■H30~R1年度のICT施⼯の延べ作業時間を⽐較すると、両年度ともに「約3割」の縮減
効果が得られている。

■起⼯測量、出来形計測においては、従来施⼯と⽐べ約5割の縮減効果が得られている。

従来施⼯平均

前回 ICT施⼯

今回 ICT施⼯

年度別 ＩＣＴ活⽤効果グラフ（30,000m3当たり）
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■ＩＣＴの各利⽤場⾯における労務増加の要因をアンケート調査より分析
→ＩＣＴ建設機械による施⼯が不向きな現場に対しての対応が必要

起 ⼯ 測 量

３ Ｄ 設 計
（ 施 ⼯ ⽤ ）

施 ⼯

出 来 形 管 理
出 来 形 検 査

電 ⼦ 納 品

●施⼯時期が集中し、起⼯測量⽇の⽇程調整に時間が掛かった。 (過年度、全⼯種同様)
●測量実施が天候によって困難となる。（※１） (過年度、全⼯種同様)

例 ＵＡＶでは強⾵時に⾶⾏が困難、レーザースキャナーは降⾬後の⽔⾯反射。
●降雪地域では全⾯除雪が必要。（※２）(過年度同様)

●３Ｄデータの作成には、⼯事契約時に提供された２Ｄ設計データのみでは不⾜する
ため、変化点の横断⾯の設計データを作ることとなり、発注図を提供していただきたい

(過年度、⼟⼯・舗装共通)
●発注図の平⾯図・横断図・縦断図の整合が取れておらず正しい図⾯を提供していた

だきたい。 (過年度、⼟⼯・舗装共通）

●スキャニングを⾏うため、舗装作業における流れ作業に待ちが⽣じた。（舗装⼯）
●施⼯の規模により、ＴＳ等を⽤いた場合が効果的な場合がある。（過年度同様）
●※１※２（再掲） (過年度同様)

●ＩＣＴ建機のトラブル時に、修理部品の在庫が少なく時間が掛かった。
●明らかにICT施⼯が不向きな現場でも、⼯事成績のために導⼊せざるを得ない
（過年度、⼟⼯・舗装共通） → 簡易型ＩＣＴ活⽤⼯事の実施

●３Ｄ測量では撮影写真データや点群データなど、出来形管理の根拠データのボリューム
が⼤きくデータ書き込みに時間を要するため、データを簡素化していただきたい。

(過年度、⼟⼯・舗装共通) → 空中写真測量にてオルソ画像の納品に変更

Ｒ１年度 ＩＣＴ施工の労務増加要因分析
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■地域を事業の地盤とする「CおよびD等級※」の企業は、 ICT施⼯の経験割合が低く、普及拡⼤が必要

地域企業へのＩＣＴ活用の普及拡大の課題

・各地方整備局のICT活用工事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注工事のみを集計
・北海道、沖縄は除く
・対象期間はH28～R2.3

＜ICT施⼯の経験企業の割合＞

数値は等級毎の平成28年度以降の直轄⼯事を
受注した業者数
（ ）内は⼀般⼟⽊の全登録業者数

※直轄⼯事においては、企業の経営規模等や、⼯事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

93.5%

89.8%

50.9%

21.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

A

B

C

D

実績あり

29社

97社

1,144社

130社

31社
(32社)

108社
(112社)

2,246社
(5,920社)

610社
(10,848社)

全国
企業

地域
企業

50.9％＝
1,144社（ICT施⼯経験企業）

2,246社（直轄⼯事受注企業）

Cランク経験企業割合

■⼀般⼟⽊⼯事の等級別ICT施⼯経験割合（平成28年度以降の直轄⼯事受注実績に対する割合）
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9

地域企業への普及拡大に向けた簡易型ＩＣＴ活用工事の導入

●起⼯測量から電⼦納品の⼀部の段階で3次元データ活⽤
を選択することが可能
※ただし、3次元設計データ作成、3次元出来形管理等の
施⼯管理及び3次元データの納品での活⽤は必須

●⼯事成績で加点・各段階で経費を変更計上

3次元設計
データ作成

ICT建設機械
による施⼯

【ICT活⽤⼯事】

選択可能な項⽬

■地域企業へICT活⽤拡⼤を図るため、⼯事の全ての段階で3次元データ活⽤が必須であったところを、
⼀部段階で選択可能とした「簡易型ICT活⽤⼯事」を2020年度より導⼊

■その際、3次元データの活⽤に重きを置き、各段階で費⽤に適切に反映

●起⼯測量から電⼦納品までの全ての
段階で3次元データ活⽤を必須

●⼯事成績で加点・経費を変更計上

3次元起⼯測量

【簡易型ICT活⽤⼯事】

3次元データの納
品

3次元出来形管理
等の施⼯管理

【簡易型ICT活⽤⼯事の概要】

必須項⽬※
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平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
(予定）

i-Constructionに関する工種拡大

ICT構造物⼯

ICT路盤⼯

IＣＴ海上地盤改良⼯
（床掘⼯・置換⼯）

■主要⼯種から順次、ＩＣＴの活⽤のための基準類を拡充 ■令和３年度は以下の⼯種を予定

9

ICT⼟⼯

ICT舗装⼯（平成29年度 アスファルト舗装、平成30年度コンクリート舗装）

ICT浚渫⼯（港湾）

ICT浚渫⼯（河川）

ICT地盤改良⼯（浅層・中層混合処理）

ICT付帯構造物設置⼯

ICT法⾯⼯（吹付⼯）

ICT地盤改良⼯（深層）

ICT法⾯⼯（吹付法枠⼯）

ICT舗装⼯（修繕⼯）

ICT基礎⼯・ブロック据付⼯（港湾）

⺠間等の要望も踏まえ更なる⼯種拡⼤



ＩＣＴ施工の拡大 ＜構造物工の出来形管理への適用＞

契
約
図
書
照
査

契

約

数
量
確
認
・
変
更

床
堀
り

杭
頭
処
理

■更なる効率化に向け、構造物の出来形管理等へICT施⼯を拡⼤するとともに、取得する
３次元データを活⽤し維持管理分野の効率化を図る

■今年度中に、3Dデータを活⽤した構造物の出来形管理に関する要領の整備を⽬指す

基
礎
材
敷
設
・
転
圧

均
し
コ
ン
打
設

出
来
形
管
理

出
来
⾼
管
理

出
来
形
検
査

※フローで囲みがないものは従来手法を想定

起
⼯
測
量
実
施

⾜
場
・
⽀
保
設
置

鉄
筋
加
⼯
・
組
⽴

型
枠
撤
去

配
筋
確
認

⾜
場
・
⽀
保
撤
去

埋
戻
し

○ICT建設機械による３Ｄデータを用い
た構造物の施工管理

○検査の省力化○３Ｄ測量データと３Ｄ設計
データによる施工計画

出来形計測の効率化を検討効率化及び緻密化

BIM/CIMによる
３Ｄ構造物設計

３Ｄ測量による
現況データ

ヒートマップで施工の
結果も表示可能

ドローン、ＴＬＳ、TS等のICTをもちいて
形状取得が可能

施工段階毎の記録実施

PC上で⼨法計測

３次元測量を活用し出来形検査の効率化を実現。

システムによる撮影で鉄筋間隔、鉄筋径の
確認が可能
クラウドを活用することで検査結果を遠隔から
リアルタイムに確認

ステレオカメラによる遠隔からの配筋検査

型
枠
設
置

維
持
管
理
・
修
繕

３
Ｄ
設
計
に
よ
る
発
注

法面の崩落等

周辺地形の変化

3Dモデルとの面方向
の差をヒートマップ化

○メンテナンスへの３Ｄデータ活用
維持管理に必要なデータをICT技術を活用し取得

図面や初期形状との曲面の合致度やそこからのゆ
がみ量、・軸線の合致度、下部構造の安定を評価
（沈下、傾斜、側方移動など）

局所的な地盤沈下

橋脚周辺部を含めた点群データ
の取得

令和２年度中の
整備を予定
令和２年度中の
整備を予定

関連工種として
整備予定
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○ICT建設機械に取り付けた加速度計及び走行軌跡により、施工
箇所の密度を測定

○砂置換法による密度管理で実施していた、計測作業及び分析時間を
大幅に短縮 ⇒ 路盤工の生産性が向上

○振動ローラの走行軌跡により、面全体での密度把握が行える

振動ローラに取付た
加速度応答による

密度解析

Ｒ２年度中の整備を予定

従来の密度管理
（ＩＣＴ路盤工）

加速度応答による密度管理
（ＩＣＴ路盤工）

不陸整正（敷均し）

現場密度試験
(砂置換）

帳票作成 帳票作成

※従来施工の締固め機械はマカダムローラ及びタイヤローラ

密度管理
砂置換法

ＩＣＴ施工

■振動ローラに取り付けた加速度計により密度管理することで、効率的な品質管理が可能
■⾯管理することにより、施⼯品質の向上が⾒込まれる

ＩＣＴ施工の拡大 ＜ＩＣＴ路盤工（加速度応答による密度管理）＞

不陸整正（締固め）

下層路盤工（締固め）

下層路盤工（敷均し） 下層路盤工（敷均し）

下層路盤工（締固め）

不陸整正（締固め）

不陸整正（敷均し）

上
層
路
盤
へ
繰
り
返
し
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３次元データによる検査

検査

ＩＣＴ海上地盤改良工（床掘工・置換工） 取組イメージ

ICTを用いた施工管理施工量算出

③施工・出来高、出来形計測の効率化 ④ICTの活用による検査の
効率化

①３次元測量
データによる
施工数量の
算出

３次元測量データから帳票自動作
成により書類作成を効率化
実測作業省略による検査効率化

ICT浚渫工
と同様の
起工測量

設計・
施工計画

施工

帳票作成・書面検査

OK

発注者

測量

測量

浚渫工と
同様の
起工測量

設計図（平面図、
断面図）から、施工
数量を算出

音響測深機やレッド等（２次元）での
出来形計測による施工管理

帳票作成、書類による検査、現地の
実測作業

OK

管理項目

ＩＣＴ活⽤

リアルタイムでの出来形
の可視化や、３次元測量
による出来形計測により
施工管理を効率化

３次元測量結果と
３次元設計モデル
から、正確な施工
量（床掘土量、置
換砂量）を算出

従来施工

発注者

設計図

帳票自動作成

マルチビー
ムによる
３次元測量

【床掘】 水深（底面、法面）
【置換】 延長、天端高・幅
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ＩＣＴ建設機械の普及促進のための研究開発が進展

■⺠間においても、中⼩規模⼯事へのICT施⼯普及拡⼤のための⺠間における研究開発が進展
→ 通常（従来型）の建設機械に取り付けることで、ICT施⼯を可能とする機器の開発が進む

●⾃動追尾型TSの測位機能を活⽤
したマシンガイダンス技術

●通常の建設機械の作業装置に、プリ
ズムを装着して、作業装置の位置をリ
アルタイムに計測・設計との差分を表
⽰する

●⼩型建機にも装着可能

出展 (株)カナモト「Ｅ三・Ｓ」

出展 コマツ･LANDLOG
「SC レトロフィット」

バックホウへの装着事例

●⾃動追尾型TSの測位機能を活⽤
したマシンコントロール技術

●⼩型バックホウの整地⽤排⼟板にプリ
ズムを装着して､排⼟板の位置をリア
ルタイムに計測､設計に合わせ制御す
る。

出展 (株)⽇⽴建機「PATブレードMC」

●RTK-GNSS測位技術を活⽤した
マシンガイダンス技術

●通常の建設機械（バックホウ）に
GNSSアンテナ及び各種センサーを装
着して、位置をリアルタイムに計測・設
計との差分を表⽰する。

●⼩型建機にも装着可能

情報配信企業
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要領名称

別紙 01 ＵＡＶ等を用いた公共測量実施要領

別紙 02 土工の３次元設計実施要領

別紙 03(1) ３次元ベクトルデータ作成業務実施要領

別紙 03(2) 3次元設計周辺データ作成業務実施要領

別紙 04 ICT活用工事（土工）実施要領

別紙 05 ＩＣＴ活用工事、ＣＩＭ活用業務・工事の見積り書の依頼について

別紙 06 ICT活用工事（土工）積算要領

別紙 07 ICT活用工事（舗装工）実施要領

別紙 08 ICT活用工事（舗装工）積算要領

別紙 09 ＣＩＭ活用業務実施要領

別紙 10 ＣＩＭ活用工事実施要領

別紙 11 ICT活用工事（河川浚渫）実施要領

別紙 12 ICT活用工事（河川浚渫）積算要領

別紙 13 定期点検における点検支援技術活用業務実施要領

別紙 14 ICT活用工事（河床等掘削）積算要領

別紙 15 ICT活用工事（作業土工（床掘））実施要領

別紙 16 ICT活用工事（作業土工（床掘））積算要領

別紙 17 ICT活用工事（付帯構造物設置工）実施要領

別紙 18 ICT活用工事（付帯構造物設置工）積算要領

別紙 19 ICT活用工事（法面工）実施要領

別紙 20 ICT活用工事（法面工）積算要領

別紙 21 ICT活用工事（地盤改良工）実施要領

別紙 22 ICT活用工事（地盤改良工（安定処理））積算要領

別紙 23 ICT活用工事（地盤改良工（中層混合処理））積算要領

別紙 24 ICT活用工事（地盤改良工（スラリー撹拌工））積算要領

別紙 25 ICT活用工事（舗装工（修繕工））実施要領

別紙 26 ICT活用工事（舗装工（修繕工）（切削オーバーレイ工））積算要領

No.

（参考）i-Construction基準類

技術基準のスリム化について

○技術基準類（出来形管理、監督・検査要領等） ４４種類

・
・
・

・
・
・

○実施要領（具体的措置等） ２６種類
要領名称

別紙 01 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 

別紙 02 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

別紙 03 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

別紙 04 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）

別紙 05 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

別紙 06 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

別紙 07 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督検査要領（土工編）（案）

別紙 08 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

別紙 09 TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

別紙 10 TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）（案）

別紙 11 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

別紙 12 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）

別紙 13 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）

別紙 14 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

別紙 15 音響測深機器を用いた出来形管理の監督検査要領（河川浚渫工事編）（案）

別紙 16 音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）

別紙 17 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案）

別紙 18 施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）

別紙 19 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）

別紙 20 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

別紙 21 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

別紙 22 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

別紙 23 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）

別紙 24 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

別紙 25 ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

別紙 26 ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案）（案）

別紙 27 点検支援技術（画像計測技術）を用いた３次元成果品納品マニュアル（トンネル編）（案）

別紙 28 点検支援技術（画像計測技術）を用いた３次元成果品納品マニュアル（橋梁編）（案）

別紙 29 ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理監督検査要領（案）

No.
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ＵＡＶ写真
土工編

地上型ＴＬＳ
土工編

地上型ＴＬＳ
舗装工事編

地上移動体
搭載型ＬＳ

舗装工事編

現 状

土工

舗装

各要領の共通事項を整理し、
再編・簡素化

■総則

■様式集

■土工編

■舗装工事編

ＵＡＶ写真

ＴＬＳ

ＭＬＳ

土工共通

舗装共通

ＴＬＳ

共通事項

技術別

各種要領の重複項目・
内容の整理

工種の違い

技術の違い

共通事項

再編・簡素化に関する検討

共通事項

技術別

技術基準のスリム化について～要領の再編～

■⼯種拡⼤や計測技術の追加によって、多くの出来形管理要領（約１１５０ページ）が有る

■利⽤者の読みやすさ、使いやすさ、改定のしやすさを考慮し、令和３年度向けに技術基準類の構成を
⾒直し、ページ数を約３割（約８００ページ）減らしスリム化を図る
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インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）

●在宅勤務や遠隔による
災害⽀援など新たな
働き⽅を実現

●危険・苦渋作業からの
解放により、安全で快適
な労働環境を実現

【インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーションで実現するもの】

国民

業界

職員

●⾏政⼿続きの迅速化や
暮らしにおけるサービス向
上の実現

●インフラのデジタル化で検
査や点検、管理の⾼度化
を実現

Before（Now） After（Future）

出典：総務省統計局「国勢調査2020総合サイト」
（https://www.kokusei2020.go.jp/index.html）を加工して作成

画像：NEXCO東日本
「最先端映像技術ＭＲを活用した技術者育成」

出典：総務省統計局「国勢調査2020総合サイト」
（https://www.kokusei2020.go.jp/index.html）を加工して作成

出典：https://careecon.jp/blog/3970040302

※デジタル・トランスフォーメーションとは
進化したデジタル技術を浸透させることで⼈々の⽣活をより良いものへと変⾰すること
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建設施工における自動化・自律化の促進

【知識・経験のデジタル化】

18



建設施工における人間拡張に係る技術開発・導入の促進

【知識・経験のデジタル化】

19



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ土工の地方自治体への展開・支援

資料－２

※本資料は、国⼟交通本省資料に基づき構成しています。



直轄工事におけるICT活用工事の受注実績分析

■直轄⼯事で、これまでにICT活⽤⼯事を経験した企業数は、1,450社で、平成28年度末から経験企業
数が約3.6倍に増加。1企業あたりのICT活⽤⼯事受注回数では、複数回経験した企業が平成28年度
末の107社から873社へと約8倍に増加しており、約６割を占める

■地域を地盤とする企業において、ICT施⼯を経験したＣ等級の企業は、受注企業全体の約半分に留
まっているなど、中⼩企業への普及拡⼤が必要

93.5%

89.8%

50.9%

21.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

A

B

C

D

実績あり

29社

97社

1,144社

130社

31社
(32社)

108社
(112社)

2,246社
(5,920社)

610社
(10,848社)

・各地⽅整備局のICT活⽤⼯事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注⼯事のみを集計
・北海道、沖縄は除く
・対象期間はH28〜R2.3

■⼀般⼟⽊⼯事の等級別ICT施⼯経験割合
（平成28年度以降の直轄⼯事受注実績に対する割合）

数値は等級毎の平成28年度以降の
直轄⼯事を受注した業者数

（ ）内は⼀般⼟⽊の全登録業者数

全国
企業

地域
企業

50.9％＝ 1,144社（ICT施⼯経験企業）
2,246社（直轄⼯事受注企業）

Cランク経験企業割合

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

■１企業あたりのICT受注回数と企業数の推移

292
411 446

577
77

158
217

308

19

79

118

170

6

32

64

104

3

27

51

80

1

8

23

62

1

3

19

40

0

5

10

26

0

1

8

20

0

3

15

63

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

H28 H28～29 H28～30 H28～R1

10回以上

9回

8回

7回

6回

5回

4回

3回

2回

1回

【1,450社】

【971社】

【399社】

【727社】

(107社）

(873社）
経験社数は

約3.6倍

３割

６割

・各地⽅整備局等のICT活⽤⼯事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注⼯事のみを集計
・北海道、沖縄含む
・対象期間はH28〜R2.3 1



ＩＣＴ施工技術支援者育成の取組

・ICT施⼯技術⽀援者
「県技術センター等の職員」を想定

・アドバイザー相談窓⼝の設⽴

支援

■ＩＣＴ施⼯技術⽀援者育成取組 （Ｒ２〜 ）
・中⼩建設業におけるICT施⼯の普及促進にむけて、ICT施⼯の指導・助⾔が⾏える⼈材・組織を
全国各地に育成

＜中⼩建設業における課題＞
・ＩＣＴ施⼯に踏み出せない企業が多い ・ＩＣＴ施⼯に対応できる技術者不⾜
・ＩＣＴ施⼯の技術者指導体制がまだまだ不⾜

★国交省がＩＣＴ専⾨家を県へ派遣し、ICT施⼯のポイントをアドバイス⾏う「⼈材・組織の育成」をサポート

中⼩建設業の現場所⻑や監理技術者にICT施⼯の技術⽀援を実施
＜⼯事規模に⾒合ったICT施⼯のポイント例＞
・関連⼯種（クリティカルパス）に合わせた計画⽴案
・施⼯エリアの条件に合わせた計画⽴案
・３次元データ作成範囲・密度の適正化
・ICT機器の選定 ＩＣＴ施⼯のポイントをアドバイス

今年度⽀援対象

⼤分県

2



ＩＣＴ施工技術支援者育成の取組

■⼈材・組織の育成⽀援メニュー（ＩＣＴ施⼯技術⽀援者・アドバイザー相談窓⼝）

①ICT活⽤⼯事の基礎知識・・・「３次元測量技術」「３次元設計データ」「ICT建設機械」
②ICT活⽤⼯事の事例・・・「道路」「河川」「宅地造成」等でのICT活⽤事例
③ICT活⽤⼯事の監督検査・出来形管理・・・各要領のポイントや業者との協議⽅法

ICT不使用 ICT使用

ふとんかご、地下排水構造物 ICT施工（盛土敷き均し）

ICT使用ICT不使用 ICT使用ICT不使用 ICT使用不 ICT使用

ふとんかご等 ICT施工

ICTレンタル開始

ICTレンタル開始

当初

提案

②ICT活⽤の施⼯計画⽴案（事例）①ICT活⽤⼯事の基礎知識

3次元測量

ICT建設機械

③ICT活⽤⼯事の監督検査・
出来形管理（相談窓⼝の体験）

要領のポイントや協議事例などの
施⼯者と監督職員がICT実務相
談会を実施。
（運⽤を国交省がサポート）

・ICT専⾨家によるOJT育成
・各種講習会、現場での体験型の講習会、相談会の開催をサポート
・講習に必要な「各種ガイドブック」「活⽤事例集」「対応Ｑ&Ａ」等の作成

現場での体験型の講習会

・工程を見直しＩＣＴ建設機械の不稼働日を縮減した事例

・「施⼯計画」→「ICT施⼯」→「事後
評価」を実際の現場で実践し、ICT
施⼯の知⾒を習得

3



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

i-Construction教育の充実

資料－３



これまで（H27〜R1）の⽬的 フェーズ１

⽕⼭噴⽕時において、⽴⼊禁⽌区域内で作業員の安全を確保しつつ早期に応
急対策を⾏うためには、遠隔操縦式機械を⽤いた無⼈化施⼯は⾮常に有効な⼿
段である。
そこで、緊急時に無⼈化施⼯を実施することのできる技能者（体験者）を増や

すことを⽬的とした『無⼈化施⼯訓練』を実施してきた。

これまで（H27〜R1）の成果 フェーズ１

無⼈化施⼯訓練の参加者数は、過去5年間（ H27〜R1）で1821名の⽅が
参加しており、特にオペレータコースは461名が参加して頂いた。
H29.6に宮崎県の災害現場へ九州技術事務所所有の遠隔操縦式バックホウが

出動した際の操作者は、H28年度無⼈化施⼯訓練の参加者であった。
このことより、当初の⽬的である無⼈化施⼯を実施することができる技能者（体験

者）を増やすことについて、概ね達成されたと思われる。

これから（R2〜）の⽬的 フェーズ２

経緯と今後

Ｈ27
【フェーズ１】 無⼈化施⼯訓練の開始

・久留⽶会場（2⽇間・84名）
・直接⽬視⽅式及び直接⽬視+モニター⽅式の２⽅式

Ｈ28
【フェーズ１】 ICT建機展⽰企業参加

・久留⽶会場（4⽇間・301名）
・現場代理⼈ｺｰｽ、ｵﾍﾟﾚｰﾀｰｺｰｽ、ICT体験ｺｰｽ

Ｈ29

【フェーズ１】 桜島会場・VR関連技術
・久留⽶・桜島会場（7⽇間・444名）
・「初級者ｺｰｽ（桜島会場のみ）」新設
・CPDS登録実施

Ｈ30
【フェーズ１】 働き⽅改⾰実践ｺｰｽ新設

・久留⽶・桜島会場（7⽇間・623名）
・「働き⽅改⾰実践ｺｰｽ」新設

R1
【フェーズ１】 担い⼿育成コース新設

・久留⽶・桜島会場（4⽇間・369名）※台⾵のため2⽇間中⽌
・「担い⼿育成ｺｰｽ」新設

R2〜
【フェーズ２】 ICT・無⼈化施⼯講習会の開始

・久留⽶会場（2⽇間・40名）
・ICT・無⼈化施⼯体験

H29 遠隔操作訓練状況

無⼈化施⼯を実施することができる技能者（体験者）がスキルを継続できる
よう、例えば県単位で計画的に操作の機会を提供し、併せて、ICTの推進（特
に県・市町村の⼯事を主に施⼯している会社）を⽬的として、『ICT・無⼈化施
⼯講習会』を実施していく。

新型ロボＱ コンクリートブロック把持装置

H28 災害現場で訓練受講者が活躍

九州技術事務所

遠隔操縦式バックホウ操作訓練の状況及び災害現場での状況

ＩＣＴ施工の普及促進と無人化施工を理解するための取組

3
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九州技術事務所｢ＩＣＴ活用｣及び｢遠隔操作｣講習会の開催

■講習会の内容【ICT関連機械の操作体験】
・⾃治体発注⼯事でICT施⼯の普及が遅れている現状から

⼩規模⼟⼯でのICT建機の有⽤性を理解できる⼈材を育成
・通信環境が整えば、会社や⾃宅からでも安全かつ確実に
遠隔操作が可能であるという理解者を育成(DX）

・災害時を想定した無⼈化施⼯機械のオペレータの育成
■講習会のポイント
・九州7県の各建設業協会と連携し主に未経験の受講⽣を
選定（1⽇で座学と実技を実施し2⽇間で約40名が受講）

・今回使⽤したICT建機（0.28 ）は、国内最⼩規模を採⽤
・遠隔のバックホウの操作に関しては、直接⽬視操作に加え
｢モニター⽅式｣並びに｢HMD⽅式｣も操作体験

■受講⽣の反応
・ICT施⼯については、これまで経験したことがなかったので

そのメリットが理解出来なかったが、今回の講習会してみて
ICT施⼯の有⽤性が分かった気がする

・若⼿の教育にかける時間を少なくできると感じた。今後、ICT
建機を導⼊することも検討したい

・ ICT建機を導⼊することで、現場での施⼯⼈数が減るだけで
なく安全にも繋がると感じた

・是⾮、『経営者向け』の講習会も国で開催して欲しい

■講習会開催の⽬的
『ポストコロナを⾒据えた新しい建設現場の創造』
〜⽣産性、安全性、快適性の向上を⽬指す〜

■実技体験状況

▲ＩＣＴ施⼯（ブレード・マシンコントロール）

▲ＩＣＴ施⼯（マシンコントロール）

▲無⼈化施⼯（遠隔操作 モニター⽅式） 3



＜ＢＩＭ／ＣＩＭ人材育成センター関連＞

ＩＣＴ人材育成の「ｅラーニングシステム」 の構築

１．e-ラーニングの対象範囲 ２．学習教材の構成と対象技術

３．学習対象者等

① i-Construction[建設現場の⽣産性向上]概要
②３次元測量技術コース

・空中写真測量（無⼈航空機）技術
・地上型レーザースキャナー測量技術
・TS等光波⽅式測量技術
・無⼈航空機搭載型レーザースキャナー測量技術
・TS（ノンプリズム⽅式）測量技術
・地上移動体搭載型レーザースキャナー測量技術
・⾳響測深技術

③３次元設計技術コース

・３次元設計データ作成要領（線形・TIN）
・ICT建設機械の３次元設計データ

④ICT建設機械による施⼯技術コース

・３次元マシンコントロール技術
・３次元マシンガイダンス技術

⑤３次元計測技術コース

・②の各技術を⽤いた出来形管理技術
・施⼯履歴データを⽤いた出来形管理技術

⑥３次元データの納品技術コース

・３次元施⼯管理データの電⼦納品要領

（１）学習対象者
①建設業および建設関連業に携わる技術者・技能者
②国および地⽅⾃治体などの技術系職員など

（２）学習レベル
ICT施⼯経験の「未経験者〜経験数僅少者」

※6コース14科⽬
（現在検討中）

ICT施⼯
維持
管理

・
更新

設計
測量

・
調査

３
次
元起

⼯
測
量

３
次
元
設
計

デ
ー
タ
作
成

Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
設

機
械
施
⼯

３
次
元施

⼯
管
理

３
次
元

デ
ー
タ
納
品

※ICT施⼯プロセス全段階の基本技術

学
習
対
象
範
囲

建設⽣産・管理プロセス

（３）アクセスツール
①外部からのアクセス先 整備局ホームページを予定
②アクセスツール スマートフォン・パソコン・タブレットを想定
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